
世界は今、世界保健機関（WHO）が制定したタバコ規制枠組条約（Framework Convention on 

Tobacco Control）通称FCTCのもと、タバコの被害をなくす対策に取り組んでいます。日本においても

「健康増進法」という法律のなかでタバコの健康被害を少なくする事を定めています。 

しかし、一方でタバコの健康被害には触れず、財政収入の安定的確保を目的とした「たばこ事業法」

という法律が存在し、関連して政府が日本たばこ産業（JT）の株式の半分以上を保有することを定めた

「日本たばこ産業株式会社法」という法律もあるのです。 

 

タバコの健康被害を減らそうとする法律（厚生労働省管轄）と、タバコ産業の発展をはかる法律（財

務省管轄）。日本がタバコ対策に遅れをとっているのには、こんな相反する法律が存在する事情があ

るのです。 
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